アートで元気なまちづくり推進事業（おおいた木のおもちゃ展）募集要項
１ 趣旨
適切に管理された森林から伐採された木材を使うことは、森林の整備に貢献するだけでなく、地球温暖化の防止や大気・水・土壌など環境の維持に貢献することにも繋がります。しかしながら、近年は環境に関心があっても、木材に触れる機会が減少していることから、木材を使う意義についての認識が低い傾向にあります。このような観点から、子どもの頃から木に親しみ・使っていくことを通じて、人と木や森との関わりを主体的に考えられる豊かな心を育む機会が求められています。
本事業は、ＮＰＯ法人等によるきめ細やかな対応や自由な発想による効果的な木育活動を行うことを目的に、木育活動に取り組むＮＰＯ法人等に木育活動を委託するものです。
２ 提案公募の事業内容
提案を募集する事業内容は、以下のとおりです。
（1） 県産材を活用したおもちゃの展示、木育活動を企画し実施すること

（県産材を活用したおもちゃの情報については県より提供します）

（2） 大分市中心市街地の商店街で開催し、まちなかの賑わいを創出すること
（3） 不特定かつ多数の県民を対象とすること
（４）県民に広報し実施すること
３ 応募資格
原則として、次の基準を満たす団体とします。
（１）特定非営利活動法人（NPO 法人）又は公益活動を行う団体であること
（２）不特定かつ多数のものの利益（公益）の増進に寄与する活動を行っていること
（３）木育と関連する事業を行った経験があること

（４）10名以上の構成員があり、うち木育インストラクター等木育に関連する資格を有する者が１名以上いること
（５）県内に主たる事務所があり、原則として１年以上の活動実績があること
（６）事業実施に十分な事務局の体制が整っており、常時連絡が取れること
（７）宗教活動又は政治活動を主たる目的とするものではないこと
（８）特定の公職者（その候補者を含む）又は政党を推薦し、支持し、又は反対することを目的とするものではないこと
（９）暴力団員(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第
７７号)第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。) 又は暴力団(同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)と密接な関係を有する者ではないこと
４ 委託予定団体数
１団体を予定しています。

５ 委託金額
委託金額は、１団体あたり１，３２３千円（消費税込み）を上限とします。
６ 事業実施期間
契約の日（平成２５年８月頃を予定）から平成２６年２月１４日までとします。
７ 応募期限及び方法
（１）募集期間
平成２５年７月５日（金）から７月２４日（水）までとします。
（２）提出書類
次の書類を提出してください。
ア．アートで元気なまちづくり推進事業（おおいた木のおもちゃ展）
応募申請書（様式１）
イ．アートで元気なまちづくり推進事業（おおいた木のおもちゃ展）

企画提案書（様式２）
ウ．団体調書（様式３）
エ．定款又はこれに代わるものの写し
オ．前年度の事業報告書
カ．前年度の収支計算書、及び貸借対照表又は財産目録
キ．役員・職員名簿（案）（本事業に関係する者）（様式４）
コ．誓約書（様式５）
（３）応募方法
下記応募先に郵送または持参してください。ＦＡＸ、電子メールでの応募はできません。応募に係る経費は、全て応募者の負担となります。なお、提出された書類は、返還しませんのでご了承ください。
（４）問合せ及び応募先
大分県農林水産部林産振興室
〒８７０－８５０１ 大分市大手町３－１－１
電話　：０９７－５０６－３８３３
ＦＡＸ：０９７－５０６－１７６５
E-mail： a16060@pref.oita.lg.jp

８ 委託先の決定
（１）選考方法
委託先は、審査（書類審査、プレゼンテーション及び選定委員会）を経て決定します。プレゼンテーションは、７月下旬の開催を予定しています。
（２）審査基準
審査基準は以下のとおりです。
1�  書類審査

	審査項目
	審査基準（着眼点）

	応募資格
	応募資格を満たしているか

	企画趣旨
	公募の趣旨に合致した提案か

	事業効果
	事業実施による効果が期待できるか

	実現可能性
	提案は実現可能か（方法、期間、人的資源、活動実績等）

	予算
	予算は概ね妥当か


② 審査（プレゼンテーション等）

	審査項目
	審査基準（着眼点）

	業務遂行体制
	・業務の遂行に必要な組織、人員を有しているか
・過去に類似の事業を実施したことがあるか
・安定した運営基盤と十分な管理能力を有しているか

	提案内容
	・具体性があり、実現可能な計画になっているか

・効果的な木育が可能か、法令等の問題はないか
・経費の積算は妥当か、予算の範囲内か
・独創性があるか
・行政が行う以上の成果が期待できるか

	プレゼンテーション
	・提案内容に具体性があるか
・事業実施に熱意があるか


９ 委託契約の締結
委託先に決定したＮＰＯ法人等（以下「受託団体」という。）と県との間で委託契約を締結します。
（１）契約締結の前に、受託団体の提案をもとに当室と打ち合わせを行います。その
際、協議のうえで提案内容を一部変更する場合もあります。
（２）委託契約の対象となる経費は、事業の実施に必要な経費（旅費交通費、通信運
搬費、消耗品費、印刷製本費、賃借料、備品購入費、諸謝金、保険料、雑費、人件
費（直接経費）等）で、領収書等で確認できるものが対象となります。受託団体の

メンバーによる会合等の飲食費や定期会報の発行、本事業と直接関係のない人件費
などの経費は委託契約の対象外経費とします。なお、本事業の実施にあたって取得
した物品については原則県に帰属するものとし、本事業終了後は県に返還すること
となります。
（３）契約の手続は、大分県契約事務規則の規定に基づいて行います。
（４）委託料の支払いは、原則として事業完了後の精算払としますが、受託団体の状況によって事前に契約金額の１／２を概算払することもあります。
（５）受託団体は、県の承認を得ずにその業務を一括して他者に再委託することはできません。

１０ 事業報告
受託団体には、実績報告を契約期間満了後１０日以内に提出していただく予定です。
事業実施経費について、収入及び支出を記載した帳簿を備えて経理状況を明確にし、
関係書類を５年間保存する必要があります。
１１ 事業実施状況の公表
本事業の実施状況や成果は、県のホームページ等で公開する場合があります。

